
 

 

食品流通対策に関する行政評価･監視 

 

結 果 報 告 書 

 

－食品の流通部門の構造改善に係る事業を中心として－ 

 

 

 

 

 

 

 

平成 23 年７月 

 
 

 

総務省行政評価局 



 

前 書 き 

 

食品は、生活を営む上で最も基礎的な物資であり、食品の流通部門は、全国各地の農林漁業者や食

品製造業者等が生産・製造している食品のみならず、世界各国から輸入される多種多様な食品を、

安定的かつ効率的に消費者に供給するという極めて重要な役割を果たしている。 

このような我が国の食品の流通部門について、農林水産省は、流通機構の合理化及び流通機能の

高度化の観点から構造改善を促進するため、食品流通構造改善促進法（平成３年法律第 59 号）に基

づき、平成 19 年に、23 年度までの間の施策の方向性を示す「食品の流通部門の構造改善を図るため

の基本方針」（平成 19 年農林水産省告示第 492 号）を策定した。 

上記の基本方針では、食品の流通部門をその用途と商品の特性から、①産地から消費者への生鮮

食品の流通、②産地から加工・業務用需用者への生鮮食品の流通、③食品製造業者から消費者への

加工食品の流通の３つに大別し、構造改善を促進する取組として、「流通の各段階におけるコスト縮

減」や「多元的な流通経路の形成」等を推進することとされている。 

さらに、農林水産省は、生鮮食料品等の流通の基幹的インフラである卸売市場について、卸売市

場法（昭和 46 年法律第 35 号）第４条第１項に基づき、おおむね５年ごとに「卸売市場整備基本方

針」を定め、卸売市場の整備・運営についての基本的な考え方を示し、これに即した市場開設者の

取組を推進している。しかし、生鮮食料品等の卸売市場の経由率及び取扱数量は年々減少し、これ

に伴い卸売業者や仲卸業者の経営状況も悪化しており、卸売市場を取り巻く状況は厳しいものとな

っている。また、卸売市場では、公正かつ効率的な取引の確保や卸売業者、仲卸業者等の負担軽減

のための措置を講じ、生産者及び実需者のニーズに的確に対応した卸売市場における取引の活性化

が課題となっている。 

このようなことから、農林水産省は、地方公共団体や民間団体等が実施する、①卸売市場の施設

整備事業、②食品産業と農林水産業等との連携を促進する事業、③農産物直売所の整備等を図る事

業などの食品流通対策に係る事業に対し、事業費の補助等の支援を行うなど、多様な施策を講じて

いる。 

社会構造の変化を背景にいわゆる「食の外部化」が進展する中で、流通機構の合理化等を図るた

め農林水産省が実施している食品流通対策に係る事業は、食品の流通部門の構造改善を推進する上

で大きな役割を占めており、一層効果的かつ効率的に実施することが必要である。 

この行政評価・監視は、以上の状況を踏まえ、食品流通対策に係る事業の効果的かつ効率的な取

組の推進を図る観点から、その実態を調査し、関係行政の改善に資するために実施したものである。 
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